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序     文 

 

 南太平洋大学(University of the South Pacific: USP)は、1968 年に地域島嶼国 12 カ国がそれぞれに

資金を拠出し協同設立した域内最高水準の国際高等教育機関であり、フィジー共和国の首都スバ

に位置する本校舎に域内各国から留学生を受け入れるとともに、加盟各国の学生に対し遠隔教育

を実施しています。1998 年には加盟国の遠隔キャンパス間を衛星通信経由で接続する遠隔教育ネ

ットワーク（USPNet）を、オーストラリア及びニュージーランドと協調した我が国無償資金協力

によって構築しました。大洋州地域は高等教育の機会が限られており、今後も USP が USPNet を

通じ効果的な遠隔教育を提供することが重要な役割として求められています。 

 

また現在、我が国無償資金協力により、大洋州における情報通信技術の中核施設となり得る

「Japan-Pacific ICT Centre」が建設中（一部完成）であり、学生への ICT 教育提供の場にとどまら

ない ICT に関する付加サービスを提供するために、本センターの運営体制を確立し、大洋州地域

全体に裨益する ICT 中心施設として活用するための支援が求められています。 

 

このような背景の下、USP 本校舎を擁するフィジー共和国政府は、諸々の課題を解決するため

に技術協力を我が国に要請し、「南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト」を

実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを実施しています。 

 

今回の中間レビュー調査では、フィジー共和国と合同で本プロジェクトの目標達成度や成果等

を分析するとともに、プロジェクトの残りの期間の課題及び今後の方向性について確認しました。

本報告書はこの中間レビュー調査に関する報告になります。本報告書が関係者のみならず、広く

一般の方にご覧いただき、ご活用いただければ幸いです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 23 年 7 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部 小西 淳文 
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評価調査結果要約表 

 
I. プロジェクトの要約 

国：フィジー共和国 プロジェクト名称：南太平洋大学 ICT キャパシ

ティビルディングプロジェクト 

課題／分野：情報通信技術 協力形態：技術協力プロジェクト 

担当部課：  

経済基盤開発部、運輸交通・情報通信グループ、運輸交通・情報通信第二課 

パートナー国の実施機関：  

- 南太平洋大学 

 

協力期間 2010 年 2 月 1 日~ 2013 年

1 月 31 日 

 

国内協力機関：  

- 総務省 

関連協力プロジェ

クト 

（無償）南太平洋大学情報通信技術センター整備計画 

１－１ 協力の背景と概要 

南太平洋大学(The University of the South Pacific: USP)は、1968 年に地域島嶼国 12 カ国がそれぞ

れ資金を拠出し共同設立した域内最高水準の国際高等教育機関である。USP は、フィジー国の首

都スバの本校舎に域内各国から留学生を受け入れるとともに、域内各国の学生に対し衛星通信を

利用した遠隔教育(USP-Net)を実施している。大洋州地域は高等教育機関が少なく、USP の遠隔キ

ャンパスが唯一の高等教育機関である国も少なくない。 

過去 2002 年～2005 年には、技術協力プロジェクトとして、コンピュータ科学・情報システム

教育、遠隔教育、IT 研究開発に対する支援が実施された。その後も、増加する学生数に対して ICT

関連施設の不足を補うため、我が国の無償資金協力により、大洋州における情報通信技術の中核

施設となる「Japan-Pacific ICT センター（以下、ICT センター）」を建設し、JICA は 2010 年 2

月から 2013 年 1 月まで、USP をカウンターパート機関として技術協力プロジェクト「南太平洋大

学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト」を実施している。本プロジェクトに対し、現在

派遣中の 2 名の長期専門家に加え、延べ 20 名程度の短期専門家の派遣が開始されている。 

 
１－２ 協力内容 

(1) プロジェクト目標： 

1) USP において魅力的な CS/IS コースおよび ICT 関連コースが大洋州地域に提供される 
2) USP における ICT 関連施設が強化される 
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(2) 上位目標： 

1) USP が大洋州地域の ICT 人材育成に寄与する 
2) USP における ICT 関連学習環境が改善される 

 

(3) 成果 

１．新しいコンピュータ科学・情報システム学士号コースが整備される 
２．USP-Net（遠隔教育システム）の利用が効率化され、遠隔教育学習環境が向上する 
３．遠隔教育において新 ICT 技術が活用され、推進される 
４．Japan-Pacific ICT センターの運営方針及び体制が確立される 
 

(4) 投入（2011 年 6 月 8 日時点、※1FJD＝46.89JPY で換算） 

日本側： 
長期専門家派遣 2 名 
機械供与：621,956.00 FJD 
短期専門家延べ 20 名程度（(株)パデコ(業務実施契約)、熊本大学、JP-CERT） 
その他の在外事業強化費：26,336.28 FJD 
研修（本邦研修：3 コース合計 5 名） 
 
USP 側： 
カウンターパート配置 22 名 
専門家オフィススペース提供 
ローカルコスト負担（大学職員日当旅費、プロジェクトオフィス光熱費、通信費他）： 

約 211,590.00 FJD 

２．評価調査団の概要 

調査団員数 3 名 

1) 団長・総括 新関 良夫 JICA 国際協力専門員 

2) 協力企画 狩野 剛 JICA 経済基盤開発部 

   運輸交通・情報通信第二課 調査役 

3) 評価分析 織本 厚子 （株）日本開発サービス研究員 

調査期間：2011 年 6 月 18 日～2011 年 7 月 3 日 評価の種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の検証 

(1) インプット 

日本側の専門家派遣、本邦研修及び機材投入（衛星設備等）について、内容は適当であると考

えられる。タイミングについては、チーフアドバイザー派遣が７ヶ月遅れたことを除き、適当

であった。 

USP 側は、PDM で定められた通りのインプットを実施しているが、2010 年 5 月以降 ICT センタ

ー長の空席状態が続いている。 

(2) アウトプット 

現行 PDM に基づき、ほとんどの成果の達成レベルは現状では適当であると考えられる。しか

しながら、成果の達成を評価するのに適切ではない指標が存在するため、PDM の改訂を提言

した。 

(3) プロジェクト目標の達成状況 

＜プロジェクト目標＞ 

1) USP において魅力的な CS/IS コースおよび ICT 関連コースが大洋州地域に提供される 
2) USP における ICT 関連施設が強化される 
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本調査は中間レビューのため、達成状況を評価するには時期尚早ではあるが、現時点での実績

としては、新しい学士号プログラムである「Software Engineering」、「Net Centric Computing」
が USP 評議会で公式に承認され、2011 年 7 月からの開始が予定されている。 
 

３－２ 実施プロセスの検証 

(1) 活動 

プロジェクトは、おおむね PDM 及び活動計画（PO）通りに活動を実施している。 

(2) 技術移転の手法 

JICA の本邦研修、長期・短期専門家による OJT、セミナー・ワークショップにより、様々な

形で技術移転を行い、カウンターパートに高く評価されている。 

(3) プロジェクト管理 

カウンターパートに対するプロジェクト管理としては、当初「プロジェクト会合」を定期的に

開催していたが、プロジェクトのスコープの広さ及び関係者の多さから内容が希薄になる等の

課題があり、第一回合同調整委員会（JCC）以降、開催しないことが決まっている。代替手段

として、専門家が関連する委員会・会合に積極的に参加することを通じて、各活動の状況を把

握している。 
日本人専門家に対するプロジェクト管理としては、長期・短期専門家ともにチーフアドバイザ

ーを中心に情報共有がなされている。プロジェクト開始直後のチーフアドバイザー不在期間中

は、各専門家の努力によって穴埋めされてはいたが、過剰な負荷がかかっていたようである。

チーフアドバイザーの派遣後は、労務管理やタイムマネジメントも含めて管理がなされてい

る。 

(4) プロジェクトに対する認識 

カウンターパートや USP の学生におけるプロジェクトの認識度は高かった。しかしながら、

教育省担当者はプロジェクトを明確には認識しておらず、大洋州地域のドナーである SPC に

おいても、プロジェクトの存在は認識していたが、活動の詳細については把握していなかった。

(5) プロジェクトの効果発現に影響した要因 

2010 年にトンガで開催された ICT 大臣会合において、ICT センターに PacCERT、PIRRC、PITA、

ITU の入居及び、USP と SPC が大洋州地域における ICT 開発を主導することが承認されたこ

とはプロジェクトの実施に正の影響を与えると考えられる。 
チーフアドバイザー不在については、業務調整／ネットワーク専門家および 7 ヶ月後に赴任し

たチーフアドバイザーの努力により、プロジェクトに対する影響は最小限に抑えられたと考え

られる。 
ICT センター長不在問題については、センター長不在に係る負の影響を抑えるために、プロジ

ェクトスーパーバイザーを中心にいくつかの活動はカバーされているものの、特に成果 4
「Japan-Pacific ICT センターの運営方針及び体制が確立される」に影響を与えていると考えら

れる。 

 

３－３ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

妥当性は非常に高い。 

パシフィック・プランにおける大洋州地域デジタル戦略や、USP における戦略計画及び 3 ヶ

年計画とも合致している。日本の援助の方向性に関しては、北海道で開催された第５回日本・

太平洋諸国フォーラムの首脳宣言における「持続的な開発」に沿っており、JICA 事業展開計

画においても島嶼・遠隔地教育支援プログラムに沿って案件が形成されている。 

(2) 有効性 

プロジェクト目標の目標達成度を測るには次期尚早であるが、プロジェクトは中間地点におい

て、着実に前進しており、有効性が発現し始めている。 

(3) 効率性 

効率性はやや高い。 
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成果４「Japan-Pacific ICT センターの運営方針及び体制が確立される」に遅れが見られるもの

の、大部分の成果の達成は順調である。また、チーフアドバイザー投入のタイミングを除き専

門家の投入内容、機材の投入内容及び研修の実施内容は適切であった。しかしながら、ICT セ

ンター長に関しては未だ不在となっている。 

(4) インパクト 

プロジェクトの上位目標の達成の検証には時期尚早であるが、すでに２点のポジティブなイン

パクトが発現している。ネガティブなインパクトは現在のところ見られない。 

① USP は、フィジーの公立中高等学校の e-learning の開始を支援することが決まっており、

本プロジェクトで技術が向上したカウンターパートにより、プロジェクトを越えた協力が

開始される予定である。 

② フィジー国立大学の ICT 関連のインストラクターおよび講師は、すべて USP 卒業生であ

る。その内何名かは現在も USP で修士号取得中である。また、今後、ICT センターで実施

されるイベント等にも積極的に参加するとしており、プロジェクトを越えて、ICT 人材開

発に貢献していくことになる。 

(5) 自立発展性 

政治や組織の立場から見ると、パシフィック・プランの大洋州地域デジタル戦略や USP の 2020
年に向けたビジョン等の存在もあり、USP は長期にわたる継続的なコミットメントが期待で

き、信頼できるカウンターパート機関である。 
また、導入する ICT 関連技術、機材については、USP のマネジメント層も教育提供のための

ツールとして認識し、大洋州地域の実情にあったものを導入し、技術者も育成されている。そ

のため、プロジェクト終了後にメンテナンス技術不足などによって使われなくなるなどの問題

は起きにくいと考えられる。 

 

３－４ 結論 

C/P や関係者からのヒヤリング、現地調査、関係機関との協議や文献調査の結果、評価チーム

は、中間地点としてのプロジェクト全体の実績は満足のいくものであるという結論に達した。 

全体的には、C/P の熱意や、日本人専門家に対する評価は高く、良好な人間関係のもとにプロ

ジェクトが実施されている。 

また、USP という一つの機関を支援することで大洋州各国が裨益するという効率性、衛星技術

の活用(Ku-band 等)による、これまで高等教育のもたらされてこなかった地域への教育環境の整

備などが、大洋州地域における教育機会の増加や、日本の大洋州地域におけるプレゼンスに非常

に大きな貢献があると認められた。 

 

３－５ 提言 

約 1 年半のプロジェクトの残り期間においては、プロジェクトの成功裏の終了へ向けて、以下

の 3 点に留意する必要がある。 

 

(1) PDM の改定 

PDM は、評価の基準であり、本調査では以下の点を留意する必要が生じた。 

- 指標が、定性的である。 

- 一部指標が、達成度の評価ができる表現ではない。 

- 活動、成果、プロジェクト目標の関係が明確ではない部分がある。 

1 年半後のプロジェクトの終了を目指して、より正確な評価を行うためにも、上記の視点から

見た PDM の改定が必要である。 

 

(2) ICT センター長の早期指名 

ICT センターの活用は、本プロジェクトにおける重要な要素の一つである。しかしながら、



v 

プロジェクト開始当初在籍したセンター長が、3 ヶ月で辞任したのち、現在に至るまで不在の

状態が続いている。 

UPS 側は、副学長補（Dr. Esther Batiri Williams）、ICT センター長代理（Mr. Kisione W. Finau）

などの関係者がチームとして、不在をカバーしているが、多忙でもあり、すべての職務を代

替できているわけではない。また、ICT センター長という大きな責任のある職位が長期に不

在であることは、対外的にも問題がある。 

 

(3) 関係者の水平連携 

日本においても、組織の縦割りは大きな問題であるが、その打破は掛け声倒れに終わること

が多い。本プロジェクトにおいては、ITIL（IT サービスマネジメントのフレームワーク）の

導入が、以前は、縁の下の力持ち存在であった ITS の役割を関係者に再認識させ、モチベー

ションをあげると同時に、関係者間の協力も促進され、部門の壁を越えた水平連携の効果を

実感する契機となった。このような水平連携は、以前の USP においては見られなかった仕事

の進め方であり、プロジェクト内のみならず、プロジェクトを越えて更に強化されることが

望まれる。 
 

 



 

 



 

 

第１章 評価調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 

南太平洋大学(The University of the South Pacific: USP)は、1969 年に地域島嶼国 12 カ国がそれぞ

れ資金を拠出し共同設立した域内最高水準の国際高等教育機関である。USP は、フィジー国の首

都スバの本校舎に域内各国から留学生を受け入れるとともに、域内各国の学生に対し衛星通信を

利用した遠隔教育(USP-Net)を実施している。大洋州地域は高等教育機関が少なく、USP の遠隔キ

ャンパスが唯一の高等教育機関である国も少なくない。 

しかしながら、USPNet は、通信量の増加に伴い、ネットワーク帯域が飽和状態となっており、

遠隔キャンパスにおける遠隔教育学生の学習に支障が生じている。衛星通信を経由した遠隔教育

を進めていくにあたって、重要なネットワーク網となるため、パフォーマンスの向上が必要とさ

れている。また、対面授業の機会が限られている USP 加盟各国の遠隔キャンパスに対し、本校と

の格差を減少するために、学習管理システムやモバイル技術を利用した遠隔教育学生の学習支援

の促進が必要とされている。 

大洋州において ICT 人材の需要は増加傾向にあるのと同時に、フィジー、オーストラリア、ニ

ュージーランドを含めた近隣諸国では、ICT 関連コースの提供の競争に拍車がかかってきており、

域内最高水準の国際高等教育機関であり続けるためには、USP は、プロフェッショナルな学士号

コースを提供する必要に迫られていた。 

2011 年にヌメアで開催された、大洋州地域 ICT 大臣会合において、USP は、域内における ICT

開発の中心として正式に認められ、今後、域内共同体への ICT 関連コースの提供、インキュベー

ション支援や ICT に関連する付帯サービスを提供することが期待されている。 

過去 2002 年～2005 年には、技術協力プロジェクトとして、コンピューター科学・情報システ

ム教育、遠隔教育、IT 研究開発に対する支援が実施された。その後も、増加する学生数に対して

ICT 関連施設の不足を補うため、我が国の無償資金協力により、大洋州における情報通信技術の

中核施設となる「Japan-Pacific ICT センター」（以下「ICT センター」）を建設が開始され、2010

年 4 月に第一期工事が完了している。「南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェク

ト」は、USP の教育的な側面だけではなく、ICT センターを大洋州域内の ICT 研究、利用、リソ

ースの中心として活用されるよう、2010 年 2 月から 3 年間の技術協力プロジェクトとして開始さ

れた。本プロジェクトに対し、現在派遣中の 2 名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整）

に加え、約 20 名程度の短期専門家を派遣が開始されており、プロジェクト折り返し点を過ぎたた

め、中間レビュー調査を実施した。 
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１－２ 調査団の構成と調査日程 

 

１－２－１ 調査団（合同評価委員会日本側メンバー）の構成 

氏名 担当 所属 調査日程 

新関 良夫 団長/総括 JICA 国際協力専門員 2011/6/25 – 2011/7/3 

狩野 剛 協力企画 JICA 経済基盤開発部 

運輸交通・情報通信第二課 調査役 

2011/6/25 – 2011/7/8 

織本 厚子 評価分析 株式会社 日本開発サービス 

調査部 研究員 

2011/6/18 – 2011/7/3 

 

 

１－２－２ 合同評価委員会フィジー側メンバー 

氏名 担当 所属 

Mrs. Seruwaia 

RAILE 

メンバー 教育省技術職業教育訓練部 

シニア教育官 

Dr. Sereana 

KUBUABOLA 

メンバー USP クオリティオフィス 

シニア・クオリティ・アシュアランス・コーディネーター

 

１－２－３ 調査団日程 

 

月 日 活  動 

6月18日(土) 【コンサルタント】移動日 

羽田→ホンコン→ナンディ 

6月19日(日) スバ到着 

6月20日(月) ・ JICA事務所打合せ 
・ USP プロジェクト専門家インタビュー 

6月21日(火) ・ USP ITサービス部インタビュー (ITS: C/P 5名) 

・ 合同評価メンバー訪問 (Quality Office, USP) 

・ USP 遠隔教育センターインタビュー (CFDL: C/P 5名)  

6月22日(水) ・ USP 科学技術環境学部インタビュー (FSTE: C/P 3名) 

・ 合同評価メンバー訪問 (教育省) 

・ USP コンピューター・情報・数理学科 (SCIMS: C/P 2名) 

6月23日(木) ・ コンピューター科学/情報システム(CS/IS) 学生グループディスカ

ッション (4名) 

・ ICT産業関連企業インタビュー (Software Factory) 

6月24日(金) ・ 南太平洋共同体(SPC) ICT担当者インタビュー 

・ 太平洋島嶼国電気通信協会(PITA) 職員インタビュー 

・ フィジー国立大学(FNU) CS/IS講師インタビューおよび大学構内
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月 日 活  動 

見学 

6月25日(土) ・ 評価報告書案準備 

【団長】移動日 

羽田→ホンコン→ナンディ 

6月26日(日) ・ 評価報告書案準備 

【団長】移動日 

スバ到着 

【協力企画団員】移動日 

成田→シドニー→ナンディ 

6月27日(月) 【協力企画団員】移動日 

スバ到着 

・ 団内打合せ 

・ USP 副学長/理事 表敬訪問 

・ JICAフィジー事務所打合せ 

6月28日(火) ・ ICTセンター視察 

・ USP プロジェクト専門家打合せ 

6月29日(水) ・ USP 副学長補 インタビュー 

・ 合同評価報告書案準備 

・ 合同評価委員会協議 

6月30日(木) ・ 合同評価報告書及びミニッツ準備 

7月1日(金) ・ JCC会合 

・ 合同評価報告書協議 

・ ミニッツ署名 

・ 大使館およびJICA事務所報告 

【団長】および【コンサルタント】移動日 

スバ→ナンディ 

7月2日(土) 【団長】および【コンサルタント団員】移動日 

ナンディ→ブリスベン→ホンコン 

【協力企画団員】移動日 

スバ→ナンディ→トンガ 

7月3日(日) 【団長】および【コンサルタント団員】移動日 

成田到着 
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１－３ プロジェクトの概要 

 

プロジェクト名 和名：南太平洋大学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト

英名：The ICT for Human Development and Human Security Project 
実施地域 フィジー国スバ市および域内 USP キャンパス 
実施期間 2010 年 2 月から 2013 年 1 月までの 3 年間 
実施機関 日本側： 独立行政法人 国際協力機構 

 長期専門家 2 名（チーフアドバイザー、業務調整兼

ネットワーク専門家） 

 短期専門家延べ 20 名程度（株式会社パデコ） 

フィジー側： 南太平洋大学 

 遠隔教育センター（Centre for Flexible and Distance 

Learning: CFDL） 

 IT サービス部（Information Technology Services: 

ITS） 

 コンピューター・情報・数理学科（School of 

Computing, Information and Mathematical Sciences: 

SCIMS） 

 Japan-Pacific ICT センター（ Japan-Pacific ICT 
Centre） 

上位目標 １． USP が大洋州地域の ICT 人材育成に寄与する 
２． USP における ICT 関連学習環境が改善される 

プロジェクト目標 １．USP において魅力的な CS/IS コースおよび ICT 関連コースが

大洋州地域に提供される 
２．USP における ICT 関連施設が強化される 

成果 １．新しいコンピューター科学・情報システム学士号コースが整

備される 
２．USP-Net（遠隔教育システム）の利用が効率化され、遠隔教

育学習環境が向上する 
３．遠隔教育において新 ICT 技術が活用され、推進される 
４．Japan-Pacific ICT センターの運営方針および体制が確立され

る 
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第２章 評価の方法 

２－１ 評価のポイント 

 

(1) 現行 PDM の検証 

評価指標が明確でないため、プロジェクトの進捗状況やプロジェクト目標の達成度を検

証するのが困難となっている。プロジェクトの後半実施にあたり指標など目標を明確に

することは重要であると考えられる。 

 

(2) 主要プロジェクト関係者不在によるプロジェクトへの影響の検証（ICT センターのセン

ター長及びチーフアドバイザー） 

プロジェクト開始後 6 ヶ月間の間チーフアドバイザーが不在であったことおよびプロジ

ェクト開始後にセンター長が退職をし、その後は空席の状況が続いている状況がプロジ

ェクトに与えた影響を検証する必要がある。 

 

(3) VAT（付加価値税）還付問題による影響 

USP に対する機材導入において、これまで VAT は USP が立替払いを行い、フィジー財

務省が還付を行うはずであった。しかし、現状として財務省からの還付が行われず、USP

の立替が限界に達している問題が発生しており、弁護士を通じて協議を行っている状況

である。 

本プロジェクトで今回購入する機材（PacCERT、ITIL 機材）については、USP が VAT を

支払うことを確認済であり、調達手続きに着手している。無償資金協力についても、滞

留する VAT について USP が引き続き立替払いを行っているが、今後継続して支払われる

保証はないため、本件がプロジェクトに与えてきた、また今後与えうる影響を調査する

必要がある。 

 

２－２ 調査方針 

 

日本およびフィジー両国から評価メンバーを選出し、以下の通り合同で評価を実施する。評価

結果は合同評価報告書にまとめ協議・合意する。 

 

(4) プロジェクトの実績（プロジェクト目標、アウトプットの達成度、投入実績等）や実施

プロセスを含むプロジェクト情報を整理し、実施状況の把握･分析を行う。 

項 目 視 点 

実績の検証 

・ 投入は計画通り実施されたか 
・ アウトプットは計画通り達成されたか 
・ プロジェクト目標は達成されるか 
・ 上位目標達成の見込みはあるか 

実施プロセ

スの検証 

・ 活動は計画通りに実施されたか 
・ 技術移転の方法に問題はなかったか 
・ プロジェクトのマネジメント体制（モニタリング、プロジェクト
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内コミュニケーションなど） 
・ 実施機関や C/P のプロジェクトに対する認識は高いか 
・ 実施過程で生じている問題や、効果発現に影響を与えた要因は

何か 

 

 

(5) 評価調査に必要な評価設問を検討し、評価 5 項目ごとに具体的な評価設問を設定し、評

価デザインとして「評価グリッド」を作成する。 

 

 

(6) 質問票に対する回答、現地調査（関係者へのインタビュー、ICT センター視察等）を行

い、評価グリッドに基づき、各分野の評価･分析とともにプロジェクトの総合的な評価

を行い、合同評価報告書案を作成する。 

 

(7) プロジェクト合同評価委員会を開催し、合同評価報告書を完成させる。 

 

(8) JCC を開催し、合同評価報告書を協議、合意事項をミニッツに取りまとめ署名する。 

 

(9) 帰国後、報告会を開催し、中間レビュー調査報告書を作成する。 

 

２－３ データ収集・分析方法 

 

本中間レビュー調査では、データ収集方法として、質問票（評価グリッドを基に作成）、文献レ

ビュー（PDM 最新版、事前評価調査報告書、プロジェクト専門家報告書、現地収集資料等）、関

係者へのインタビュー、ICT センター視察、調査を実施した。 

収集した定性的・定量的データを分析し、評価 5 項目に従って評価結果を取りまとめ、日本側

およびフィジー側から構成される合同評価委員会を開催し、評価結果を検証、提言と教訓を取り

まとめた。 

 

評価 5 項目 視 点 

妥当性 

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、

評価を実施する時点において妥当か、問題や課題の解決策として適切

か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・

アプローチは妥当か等）を問う。 

有効性 
プロジェクト期間中に、また、プロジェクトの成果によってプロジェ

クト目標が達成される見込みがあるかを問う。 

効率性 
プロジェクトのコストと効果の関係に着目し、投入要素等が有効に活

用されているか（あるいは、されるか）を問う。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波

及効果をみる。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

自立発展性 
協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あ

るいは、持続の見込みがあるか）を問う。 
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２－４ 評価調査の制約・限界 

 

本調査を実施するにあたり、現行 PDM の指標に、検証可能な値が示されていないという問題が

指摘されていたが、時間的な制約等により PDM の改定は行わず、現行 PDM に沿って調査を実施

することとしたため、プロジェクト目標やアウトプットを達成するのに、どのくらいの進捗状況

であるかという目安を示すことは困難となっている。 

今回の現地調査では、時間的制約もあり、他のキャンパスや離島のセンターにおける調査を実

施することができなかったため、スバのメインキャンパスの C/P や学生へのインタビューを中心

に実施された。 
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第３章 プロジェクトの実績および実施プロセスの検証 

３－１ 投入実績 

 

３－１－１ 日本側投入 

専門家派遣、研修、機材供与、在外事務所強化費に係る日本側の投入は以下の通り。（同投入

の内訳等については、添付資料「１．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-6」を参照） 

 

(1) 専門家の派遣 

2010 年 2 月から調査での間に、2 名の長期専門家、10 名の短期専門家が、表 3-1 に示す通り

派遣された1。 

チーフアドバイザーについては、契約期間が 2 期設定されており、2010 年 9 月から 2012 年 3

月までと 2012 年 4 月から 2013 年 1 月までの予定となっている。チーフアドバイザーは、プロ

ジェクト開始から 7 ヶ月遅れて派遣され、一年間に 9 ヶ月（3 ヶ月×3）の派遣期間となって

いる。業務調整／ネットワーク専門家はプロジェクト開始時点より派遣が開始され、3 年間の

派遣期間となっている。 

短期専門家については、契約期間は 2 期の設定で、2010 年 2 月から 2011 年 8 月および 2011

年 10 月から 2013 年 1 月となっている。第 1 期については、株式会社パデコより 8 名、熊本大

学から 2 名の短期専門家が派遣されている。 

JPCERT/CC の派遣は、これからとなっており、調査時点ではまだ派遣実績はなかった。 
 

表 3-1 専門家派遣実績 

氏名 派遣分野 派遣期間 

I. 長期専門家: 

福島 和良 チーフアドバイザー 2010.09.27- 2012.03.31 

村上 信也 業務調整／ネットワーク 2010.02.01 - 2013.01.31 

II. 短期専門家: 

太田 剛 ITIL/ソフトウェア工学/業務主任 

2010.03.13-2010.03.26 

2010.06.19-2010.07.08 

2010.08.28-2010.09.13 

2010.11.05-2010.12.02 

2011.05.08-2011.05.22 

2011.06.04-2011.06.18 

豊島 淳子 評価分析（教育） 2010.02.27-2010.03.21 

渡辺 成良 
カリキュラムアドバイザー（ソフト

ウェア工学）／モバイル技術 

2010.06.19-2010.07.18 

2010.09.11-2010.11.14 

2011.06.25-2011.07.18 

                                                        
1 表 3-1 においては、現在わかっている派遣予定についても記入されている。 
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氏名 派遣分野 派遣期間 

プラマニク カデル博 

衛星通信システム／カリキュラム

アドバイザー（ネットセントリック

コンピューティング） 

2010.02.20-2010.06.20 

2010.09.11-2010.10.31 

2011.04.29-2011.05.16 

2011.06.24-2010.07.26 

平塚 亮三 ネットワーク工学 2010.09.18-2010.10.03 

倉知 良紀 ネットワーク監視／評価分析（IT）

2010.02.27-2010.02.21 

2010.06.19-2010.07.18 

2011.04.17-2011.05.01 

2011.05.18-2011.06.01 

高橋 富士信 インキュベーション 1 
2010.08.07-2010.08.15 

2011.07.16-2011.07.24 

近松 佳郎 インキュベーション 2 
2010.09.11-2010.10.03 

2011.07.16-2011.07.31 

鈴木 克明 遠隔教育 1 2011.03.11-2011.03.28 

根本 淳子 遠隔教育 2 2011.03.11-2011.03.28 

小宮山 功一朗 情報セキュリティ（CERT）1 2011.07.16-2011.07.31 

梅村 香 情報セキュリティ（CERT）2 2011.07.16-2011.07.31 

 

(2) 研修 

調査開始時点（2011 年 6 月 18 日）において、本邦研修には、長期研修 1 名、短期研修に 4 名

が参加した。その他、延べ 359 名が国内で開催されたセミナーやワークショップ、研修コース

に参加している（詳細は、添付資料「１．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex 6」を参照）。 
 
表 3-2 本邦研修実績 

種類 研修名 期間 参加者数 

Educational Technology-Based 

Instructional Systems 
1.5 年間 1 

ネットワーク監視 12 日間 2 
本邦研修 

Ku-band 衛星通信システム 19 日間 2 
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表 3-3 国内セミナー・研修開催実績 

種類 研修名 

時間×日数（ま

たはセッショ

ン） 

参加者数 

グ ロ ー バ ル ト レ ン ド セ ミ ナ ー

vol.1：ソフトウェア品質保証・ソフ

トウェアテスティング 

2 時間×6 日 49 

グ ロ ー バ ル ト レ ン ド セ ミ ナ ー

vol.2：ネットワーク工学 
2 時間×5 日 66 

グ ロ ー バ ル ト レ ン ド セ ミ ナ ー

vol.3：ソフトウェア ヒューマンイ

ンターフェース・ユーザーセンター

ドデザイン 

2 時間×5 日 65 

グ ロ ー バ ル ト レ ン ド セ ミ ナ ー

vol.4：クラウドコンピューティン

グ・セキュリティ 

2 時間×5 日 61 

ITIL セミナー（ITS マネージャー、

シニアエンジニア対象） 

2 時間×1 セッシ

ョン（1 日） 
17 

ITIL v3 ファウンデーション認定資

格セミナー 

2 時間×4 セッシ

ョン（2 日間）
55 

国内セミナー 

遠隔教育キャパシティビルディン

グワークショップ 

3 時間×8 セッシ

ョン（3 日間）
46 

 

(3) 機材供与 

機材供与については、Ku-Band を含む衛星関連機材の他、コンピューターや ICT センターの

機材に 621,956FJD 相当（2011 年 6 月現在）供与している（内訳は、添付資料「1．ミニッツ・

合同評価報告書」の「Annex-6」を参照）。USP とフィジー政府間の VAT 未還付問題があり、

ITIL や PacCERT 関連の機材導入が遅れたが、USP が VAT 立替をすることで、解決している。

また、衛星関連機材については、現地調達ができない機材であったことおよび途中で仕様変

更が発生したため、調達に遅れが生じたが、現地事務所、日本人専門家側双方の努力により

解決し、調達は完了している。 

 

３－１－２ ＵＳＰ側投入 

 

C/P の配置、予算の措置、土地、建物、資材の提供に係る USP 側の投入は以下の通り（同投入

の内訳等については、添付資料「1．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-5」を参照）。 

ちなみに、2010 年度から、USP は ICT センターにかかる運営費用をカバーしている（2010 年

度スタッフ以外の運営費用実績 700,000FJD）。 
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(1) カウンターパート(C/P)の配置 

プロジェクトに関する C/P 側のマネジメント担当者として、6 名の職員が配置されることにな

っているが、ICT センター長は 2010 年 5 月から 1 年以上の不在となっており、特に成果４に

影響を及ぼした可能性があると考えられる。その他、合計 19 名（FSTE: 5 名、ITS: 6 名、CFDL: 

5 名、ICT センター関連: 2 名）の C/P が配置されている。C/P のすべてはフルタイムではなく、

パートタイムであるが、C/P 以外の職員や学生の間でもプロジェクトの認識度は高く、プロジ

ェクト専門家が技術移転を行ったスタッフの数は多い。（内訳は、添付資料「1．ミニッツ・合

同評価報告書」の「Annex-5」を参照） 
 
(2) 日本側専門家の執務スペース 

USP 側からは、PDM に沿ったプロジェクト実施に必要な執務スペース、水道、光熱、インタ

ーネット接続等が提供されている。 

 

(3) ICT センター運営委員会の設置 

ICT センター運営委員会は設置済となっている。ICT センター長不在のため、難しい運営を迫

られているが、現在は、プロジェクトスーパーバイザーおよび ITS コンポネントのプロジェク

トリーダーが ICT センター長代理機能を務め、同委員会は適切に運営されている。 

 

(4) プロジェクトに必要な予算措置 

USP 側は、ICT センター運営にかかる費用を全額賄っている。また、Ku-Band 衛星用トランス

ポンダーのレンタル料や遠隔サイトへの機器の設置にかかる費用も発生してくることになっ

ている。 

 

３－２ 成果（アウトプット）の実績 

 

【成果 1】SCIMS において新しい CS/IS 学士号コースが提供される 

この成果はほぼ達成されている。ただし、成果 1 は、指標 1-1 の一側面を満たしているに過ぎ

ない。 

 

指標 1-1. 国際的に単位互換性のある 2 つの新学士号プログラムのカリキュラムが提供されて

いる事実 

SCIMS において新しい CS/IS 学士号コース（ソフトウェア工学およびネット・セントリック・

コンピューティング）が 2011 年 7 月から提供されることが決定している。この指標には、「2

つの新学士号プログラムが提供されること」および新学士号が「国際的に単位互換性のあるカ

リキュラムであること」という 2 つの指標が含まれている。 

 

指標 1-2 グローバルトレンドセミナーの参加者による評価 

「ソフトウェアパフォーマンスとテスティング」セミナーおよび「ネットワーク工学」セミナ

ーが 2010 年 9 月に開催され、その後、2011 年 5 月には「ソフトウェアヒューマンインターフ

ェースデザイン」および「クラウドコンピューティングとセキュリティ」が開催された。セミ

ナー参加者からの満足度は高かったが、その達成度を検証するには、指標の明確化を図る必要

－11－



 

がある。また、本指標は、成果 1 と直接関係していない。 

 

【成果 2】USPNet の利用が効率化され、遠隔教育学習環境が向上する 

調達段階において遅延が認められたものの、本成果中の大部分の活動の進捗には問題がない。

本コンポネントに関係する C/P のうち、インタビューを受けたすべての C/P は、プロジェクト終

了までに成果 2 を達成できると自信を持っていた。 

 

指標 2-1 USPNet の帯域利用効率／Moodle におけるファイルダウンロードの速度 

インタビューした USP の学生達は全員、過去 1 年間の間に USPNet は大きく改善したと述べ

ていた。 

ADB(インド政府拠出金)と JICA の協調により実現した iDirect 機材を設置してから、USPNet

のダウンロード速度は地方キャンパスにおいても大幅に改善された。 

例 1）バヌアツ：60～120 秒かかっていたものが 20 秒でダウンロードできるようになったとい

うものから（ダウンロード速度 3 倍～6 倍）、300 秒かかっていたものが１秒になった（ダウン

ロード速度 300 倍）というように USPNet のダウンロード速度が大幅に改善した。 

例 2）トンガ：iDirect の設置前後で、帯域能力は総合して 400%以上改善した。 

 

指標 2-2 Ku-Band がハブおよびリモートサブセンターで実施されているという事実 

ITS から 2 名のスタッフが直接当指標に関連のある本邦研修に参加した。調達に遅れがあった

ものの、現在ではサイト調査や設置工事が開始されている。メインキャンパスにあるハブの

Ku-band サテライトは設置済で動作しており、リモートサブセンターにといても機材が今年後

半にかけて順次設置される予定となっている。本指標は達成される予定。 

 

指標 2-3 ITIL の概念が関係者に認識されているという事実 

ITIL は、フィジーだけでなく、大洋州地域全体において新しい概念であるが、調査中にイン

タビューした ITS スタッフは全員 ITIL の重要性を認識しており、改善していけるよう決意を

表明していた。ITIL ワークショップも開催され、ITIL の概念が関係者内に広く認識され始め

ている。ITIL 関連のソフトウェアの調達はすでに開始されている。 

 

指標 2-4 利用者による ITS カスタマーサービスへの評価（満足度） 

同データはエンドライン調査で獲得される予定。着実に進行している。 

 

【成果 3】遠隔教育において新 ICT 技術が活用され、推進される 

ほぼ計画通りに活動は実行されている。インタビューを受けた C/P は全員、成果 3 はプロジェ

クト終了までに達成できると述べていた。 

 

指標 3-1 Moodle を利用する遠隔教育提供科目の割合（ベースライン：41%、目標値：90％） 

この指標は USP の KPI から採用されたものである。Moodle を利用する遠隔教育提供科目の割

合は、2009 年 5 月には 41%であったが、2011 年 5 月には 61%と増加しており、プロジェクト

終了までには、目標値である 90%を達成できる見込みとなっている。ただし、プロジェクト
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の当成果に対する貢献は、現段階では主に間接的なものとなっている。 

 

指標 3-2 モバイル技術を利用した学生支援システムが試行実施された事実 

CFDL と FSTE に存在した 2 つの m-learning チームは、プロジェクトからの働きかけで USP マ

ネジメントのイニシアティブで統合した。 

FSTE は、すでに一方方向の SMS サービスの試行を開始しており、それ以外の学生支援シス

テムについては、今後順次開始される予定となっている。FSTE および CFDL は共に m-learning

のポテンシャルを認識しており、プロジェクト終了までにこの指標は達成されると考えられる。 

 

指標 3-3 CFDL スタッフおよび教員のセミナー・トレーニング受講者による自己評価 
この指標は、エンドライン調査で調査されるべきであるが、すべての CFDL および学部関係

者は、この指標はプロジェクト終了までに達成できると考えている。 

 

【成果 4】Japan-Pacific ICT センターの運営方針および体制が確立される 

関係者の中で一番不安材料の多い成果であるが、指標によっては既に達成されているものも存

在していた。プロジェクトスーパーバイザーが率いる関係者の尽力により、カバーされている活

動もあるが、問題となっている活動や指標については、ICT センター長の不在が原因となってい

ると考えられる。 

 

指標 4-1 ICT センターの運用計画が策定され承認された事実 

日本人専門家が ICT センターの運用計画策定を支援し、この指標は既に達成されている。 

 

指標 4-2 ICT センターにおいて提供されたコミュニティ・職業人向け ICT 関連コースの内容

／実施された ICT 関連コース数／コース参加者からの評価（満足度） 

IT サービス部としては、Cisco Academy をフィジー以外の国でも提供すること、Redhat Linux 

Academy コースを提供することを希望していたが、現在のところ、日本人専門家は実現には

困難であると考えている。 

Cisco-JICA 共同遠隔セミナーの提供が開始される予定となっている。 

 

指標 4-3 会議・セミナー参加者から提出された質問票の評価／インキュベーションスペース

が占有されているという事実（目標：100％）／インキュベーションスペースのテナントがビ

ジネスおよび研究活動をしているという事実 

この指標に関連する活動の進捗状況は思わしくなく、ICT センター長不在の影響が大きい活動

であると考えられる。 

インキュベーションスペースは 3 スペースあるが、すでに興味を示している企業等があるもの

の、USP 側が賃貸契約・条件を整えている段階であり、テナントは入居していない。 

インキュベーション・アウェアネスセミナーが 2011 年 7 月の ICT EXPO で開催される予定と

なっている。 

この指標には、3 つの指標が含まれている。 
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指標 4-4 ICT センターをベースにしている機関が ICT センターとの連携により ICT サービス

を提供しているという事実／PacCERT が設立され、継続的に地域内にサービスを提供してい

るという事実 

ICT センターには、ICT 関連地域機関のために 4 オフィススペースが準備されており、PITA

が入居を開始した。PIRRC、ITU および PacCERT が他のスペースに入居することが決まって

いる。PITA に関しては、ICT センターにオフィスを移動する以前から、ICT センターで ICT

に関するトレーニングコースを開催している。 

JPCERT/CC が PacCERT の支援を開始することが決定しているが、まだ開始前であり、PacCERT

に関する指標を評価するのは時期尚早である。サイバーセキュリティーに関するセミナーおよ

びパネルディスカッションが 2011 年 7 月の ICT EXPO で開催される予定となっている。 

ICT と文化に関する国際会議が 2012 年 2 月に開催予定となっており、域内への ICT サービス

提供が活発になることが期待される。 

この指標には、2 つの指標が含まれている。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

 

【プロジェクト目標１】USP において魅力的な CS/IS コースおよび ICT 関連コースが大洋州地

域に提供される 

【プロジェクト目標２】USP における ICT 関連施設が強化される 

 

SCIMS において新しい CS/IS 学士号コース（ソフトウェア工学およびネット・セントリック・

コンピューティング）が 2011 年 7 月から提供されることが決定している。 

 

指標１．CS/IS コース在学生の、CS/IS コースのカリキュラム内容に対する評価（満足度） 

新しい CS/IS 学士号コースの提供が開始されていないため、本指標の達成状況を検証するのは

時期尚早である。 

指標２．リージョナルキャンパスにおける遠隔教育学生の授業提供への認識（満足度） 

エンドライン調査に本指標の達成状況を検証する必要がある。 

指標３．利害関係者および利用者の ICT センターに対する価値観 

ICT センターに対する関係者の期待は大きい。ICT センター利用者からは、ICT センターおよ

び JICA の支援に対するポジティブなコメントが寄せられている。 

 

３－４ 上位目標達成の達成見込み 

 

【上位目標１】USP が大洋州地域の ICT 人材育成に寄与する 

【上位目標２】USP における ICT 関連学習環境が改善される 

 

中間レビュー調査時点において、上位目標達成見込みを検証するのは時期尚早であるが、プロ

ジェクト目標と上位目標は、密接に関係しており、プロジェクト終了後 5 年から 10 年の間に達成

する見込みは大きいと考えられる。しかしながら、上位目標２とプロジェクト目標２は類似して
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おり、特に、英語版（上位目標２’ICT related learning environment in the USP is improved’、プロジ

ェクト目標２’ICT related facilities in the USP are enhanced’）ではそれが顕著である。 

 

指標１．USP 卒業生の ICT 関連企業への就職数 

指標２．USP 卒業生に対する雇用者の認識 

指標３．CS/IS コース履修卒業生の、新しい CS/IS 学士号プログラムに対する評価 

指標４．CS/IS コースの在籍者数 

指標５．学生数に対するコンピューター台数 

本指標は、上位目標と直接関連していない。 

指標６．リージョナルキャンパスにおける遠隔教育学生数 

指標７．リージョナルキャンパスにおける遠隔教育学生の授業提供に対する評価（満足度） 

 

３－５ 実施プロセスの検証 

 

(1) 活動 

プロジェクトは、概ね PDM および PO 通りに、活動を実施している。（同活動の内訳等につ

いては、添付資料「1．ミニッツ・合同評価報告書」の「Annex-3」を参照） 

 

(2) 技術移転の手法 

本プロジェクトにおいては、本邦研修、OJT、長期・短期専門家によるセミナーやワークシ

ョップにより、技術移転を包括的にサポートしている。技術移転の手法に問題は見られず、

C/P を始めとする関係者からの評価は高かった。 

短期専門家への評価も高かったが、新しい概念(ITIL)や新しいコース(新学士号プログラム)、

新しいアイディア(m-learning)に関しては、長期専門家の配置を期待する声が聞かれた。特に、

新学士号プログラムについては、これから新しい科目のシラバスや教授法等を作成していく

必要があり、USP 側の人的資源が不足しているという声があった。 

 

(3) プロジェクト管理 

プロジェクト管理に何ら問題は見られなかった。 

プロジェクトは、2 ヶ月に一度プロジェクト関係者が集まる「プロジェクト・ミーティング」

を発足させたが、プロジェクトのマネージャーやリーダーの時間調整が難しかったこと、プ

ロジェクトが広範囲にわたったためにプロジェクト実施に必要な詳細について話し合う機会

となり得なかったため、開催意義が失われたとして、2010 年 10 月の第一回 JCC にて継続し

ないことが決まった。 

代替として、プロジェクトは、プロジェクト内での情報共有・交換の場を持つため、定期的

もしくは一時的なミーティングに積極的に参加している（USP Net-Task Force 月例会合、ITIL

ワーキンググループ月例会合、SCIMS 理事四半期会合、m-learning 月例会合、2012 国際会議

運営委員会月例会合など）。 

日本人長期専門家と C/P の関係は緊密で、大学学部や支援部との間の仲介役としても機能し

ている。日本人専門家の貢献は高く評価されていた。 
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(4) プロジェクトに対する認識 

インタビューした数名の学生を含む C/P やターゲットグループにおいて、プロジェクトに対

する認識度は高かったが、教育省では、プロジェクトの存在を認識している程度であった。

開発パートナー機関である SPC では、プロジェクトの存在は認識していたが、JICA の ICT

分野における支援の全体像についての認識はほとんどなかった。 

 

(5) プロジェクト効果に影響した貢献要因 

2010 年 6 月、トンガで開催された ICT 大臣会合において、ICT センターは、域内機関である

PacCERT、PIRRC、PITA、ITU の拠点とすること、USP と SPC は大洋州地域全体の ICT 開発

のイニシアティブを取ることが承認された。これにより、USP は、地域内の ICT 開発の主要

な提供者として認識されることとなり、USP 内における ICT 開発に対する更なるコミットメ

ントを引き出すなど、プロジェクト効果に対し、強くポジティブな影響を及ぼしたと考えら

れる。 

 

(6) プロジェクト効果に影響した阻害要因 

「３－１ 投入実績」にもあるように、プロジェクトのチーフアドバイザーがプロジェクト

開始後 7 ヶ月送れて投入されたことは、プロジェクトに対して、負の影響を及ぼしたと考え

られるが、業務調整・ネットワーク専門家およびプロジェクト開始後 7 ヶ月後に派遣された

チーフアドバイザーの尽力により、プロジェクトに対する負の影響は最小限に抑えられたと

考えられる。 

ICT センター長の不在は、特に成果４に負の影響を与えている。プロジェクトスーパーバイ

ザーを初めとした努力により、一部カバーされている活動もあるが、全体を包括的に網羅す

ることは困難であり、プロジェクトに対する負の影響を軽減するにとどまっている。 

VAT 免税に関する問題により、一部機材の供給が遅延したが、現在は USP が立替することに

合意し、今回の機材供給問題については、解決している。 

PacCERT については、スタッフの給与を含む運営資金の目処がたっていないという問題があ

るものの、FSTE から、一時的にスタッフの手当を実施する予定であること、ITU やオースト

ラリアなど、他パートナーとの交渉が続けられており、PacCERT 理事会とプロジェクトチー

ムが一丸となって問題解決に向け努力が続けられている。 
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第４章 評価結果 

 
本評価は、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点により実

施された。（評価内容の詳細等については、添付資料「2．評価グリッド」を参照） 
 

４－１ 評価５項目ごとの評価 

 

４－１－１ 妥当性 

下記の観点から妥当性は高いと判断される。 

 

(1) 大洋州地域政策との整合性 

プロジェクトは、大洋州地域政策である「パシフィック・プラン」中の「大洋州地域デジタ

ル戦略」と整合性がある。 

「大洋州地域デジタル戦略」は、パシフィック・プラン中、大洋州フォーラム国の経済成長、

持続的開発、グッドガバナンスおよびセキュリティを促進するためのイニシアティブの一つ

である。同戦略には、通信技術アクセスの向上、コスト削減、グローバル ICT バックボーン

としての確立、投資拡大のため不適切な規制を解除すること、ICT スキル強化が優先課題と

なっている。 

 

(2) USP 戦略計画との整合性 

プロジェクトは、下記戦略計画と整合性がある。 

- USP は、メンバー国の教育大臣および PIF、SPC からの代表で構成される大学評議会によ

って運営されているが、USP「2020 年までの展望を示した最終報告書（The Final Report, A 

Regional University of Excellence: Weaving Past and Present for the Future, A Vision to the Year 

2020）の中で、ICT 開発および ICT 教育が含まれている。 

- USP 戦略計画 2010-2012 の中で、「2010 年までに大洋州島嶼国の中で新しい ICT センター

が建設され、それにより、域内メンバー国の情報技術のニーズに重大で持続可能な貢献を

していくことが可能となる」としており、戦略計画の中には、ICT に関連する項目が含ま

れている。 

 

(3) 日本側の援助方針との整合性 

- 2009 年 5 月に北海道で開催された太平洋・島サミットにおいて採択された「北海道アイ

ランダーズ宣言」の中で、「経済成長」、「持続可能な開発」、「良い統治」、「安全確保」お

よび「人と人の交流～キズナ・プラン～」を支援策の柱とし、「持続可能な開発」の教育

分野の中で、「教員のキャパシティビルディングや、離島や地方部における教育機会の拡

大のための支援」と「持続可能な社会の構築に向けて活躍する人材の育成」があげられて

おり、特に前者の「教員のキャパシティビルディングや、離島や地方部における教育機会

の拡大のための支援」については、貢献対象として、USP が挙げられている。 

- フィジーおよび大洋州域内に対する国別援助方針は策定されていないため、対フィジー事
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業展開計画が対フィジーおよび大洋州域内協力に関する JICA の支援の方向性を示してい

る。現行の事業展開計画（2010 年 8 月版）には、援助重点分野「社会サービス向上」の

中に、開発課題「教育機能強化」が定義されており、本プロジェクトは、同開発課題中の

「島嶼・遠隔地教育支援プログラム」下に位置づけられている。協力プログラムとしては、

無償資金協力により南太平洋大学の遠隔教育及びコンピューター教育の機材・施設を整備

するとともに、ICT センターの活用を支援するため、技術協力プロジェクトにより、当該

分野におけるキャパシティビルディングを実施する、と整理されており、援助方針と合致

している。 

 

４－１－２ 有効性 

 

プロジェクトは、まだ中間地点であるが、すでに着実な進展を見せており、プロジェクト効果

が発現し始めている。 

 

(1) プロジェクト目標の達成度 

「３－３ プロジェクト目標の達成度」および「添付資料 2．評価グリッド」にもあるように、

プロジェクト目標の達成見込みを検証するのは時期尚早である。 

 

(2) 成果とプロジェクト目標の関連性 

４つの成果のうち、すべての成果はプロジェクト目標１に関連しており、成果２、３、４は

プロジェクト目標２に関連している。 

 

(3) プロジェクトの進捗に影響を与えた貢献要因および阻害要因の有無 

プロジェクトの進捗に影響を与えた要因はいくつか存在する。貢献・阻害要因については、

「３－５ 実施プロセスの検証」に詳細が記されている。 

 

(4) 成果レベルの外部要因の正確さ 

「３－５ 実施プロセスの検証」の阻害要因にもある通り、VAT 免税に関する問題について

は、新しい外部要因として認識される必要がある。 

 

４－１－３ 効率性 

 

下記の観点から効率性はやや高いと判断される。 

 

(1) 成果の達成レベル 

成果４に遅延が見られるものの、「３－２ 成果（アウトプット）の実績」および「添付資料

２．評価グリッド」に述べられているように、成果現在までに産み出された成果のレベルは

概ね適当であると考えられる。 
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(2) 成果を達成するための投入の質、量、タイミング 

「３－１ 投入」に述べられている通り、大部分のインプットは量的にも質的にも適切であ

り、活動が計画通りに実施されるように適切に投入された。 

プロジェクトのチーフの派遣および機材調達の遅れが見られたが、現在は解決しており、ICT

センター長はまだ不在となっている。 

 

４－１－４ インパクト 

 

本プロジェクトでは、既に正のインパクトが認められている。負のインパクトについては特に

認められなかった。 

- USP は、フィジーの公立中・高等学校の e-learning の立ち上げに協力することが決まって

おり、本プロジェクトの効果が、C/P を通じて USP 外に波及することになる。 

- フィジー国立大学の CS/IS 学部の講師はすべて USP の卒業生であり、スタッフ中、現在

USP で修士号取得中の者も存在する。今後 ICT センターで実施されるイベント等にも参加

することが決まっており、正のインパクトが期待される。 

 

４－１－５ 自立発展性 

 

プロジェクト中間時点において、自立発展性を問うのは時期尚早であると考えられるが、政治

面および組織面を考慮した場合、USP は、その能力の高さおよびプロジェクトを成功させようと

する決意から言って申し分のない C/P 機関である。 

大洋州島嶼国域内戦略であるパシフィック・プランおよび USP の 2020 年を目指したビジョン

も、ICT 開発と教育のための長期にわたる継続したコミットメントと考えられる。 

また、導入する ICT 関連技術、機材については、USP のマネジメント層も教育提供のためのツ

ールとして認識し、大洋州地域の実情にあったものを導入し、技術者も育成されている。そのた

め、プロジェクト終了後にメンテナンス技術不足などによって使われなくなるなどの問題は起き

にくいと考えられる。 

 

４－２ 結論 

 

C/P や関係者からのヒヤリング、現地調査、関係機関との協議や文献調査の結果、評価チーム

は、中間地点としてのプロジェクト全体の実績は満足のいくものであるという結論に達した。 

全体的には、C/P の熱意や、日本人専門家に対する評価は高く、良好な人間関係のもとにプロ

ジェクトが実施されている。 

また、USP という一つの機関を支援することで大洋州各国が裨益するという効率性、衛星技術

の活用(Ku-band 等)による、これまで高等教育のもたらされてこなかった地域への教育環境の整備

などが、大洋州地域における教育機会の増加や、日本の大洋州地域におけるプレゼンスに非常に

大きな貢献があると認められた。 
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第５章 提言及び特記事項 

 
USP においては、財政面での援助が中心であるオーストラリアやニュージーランド、ADB など

と異なり、専門家派遣を通じた技術支援を行っている日本に対する C/P の信頼は非常に大きく、

今後も日本とパートナーシップを組んで行きたいという大きな期待がある。 

加えて、ICT 分野における支援という観点でも、フィジー教育省への韓国人専門家派遣や、

e-government に関する中国の支援などの動きがある中、大洋州地域における ICT の中核を担う大

学・施設（ICT センター）を日本が支援している意味は大きく、今後も引き続き存在感を保つこ

とを期待したい。 

約 1 年半のプロジェクトの残り期間におけるプロジェクトの成功裏の終了へ向けて、プロジェ

クトチーム及び USP への提言及び、プロジェクト関係者への情報共有としての特記事項を以下の

とおり挙げる。 

 

５－１ 提言 
 

(1) PDM の改定 

PDM は、評価の基準であり、本調査では以下の点を留意する必要が生じた。 

- 指標が、定性的である。 

- 一部指標が、達成度の評価ができる表現ではない。 

- 活動、成果、プロジェクト目標の関係が明確ではない部分がある。 

1 年半後のプロジェクトの終了を目指して、より正確な評価を行うためにも、上記の視点から

見た PDM の改定が必要である。 

 

(2) ICT センター長の早期指名 

ICT センターの活用は、本プロジェクトにおける重要な要素の一つである。しかしながら、

プロジェクト開始当初在籍したセンター長が、3 ヶ月で辞任したのち、現在に至るまで不在の

状態が続いている。 

UPS 側は、副学長補（Dr. Esther Batiri Williams）、ICT センター長代理（Mr. Kisione W. Finau）

及び FSTE 学部長(Dr. Anjeela Jokhan)などの尽力により、不在をカバーしているが、多忙でも

あり、すべての職務を代替できているわけではない。また、ICT センター長という大きな責

任のある職位が長期に不在であることは、対外的にも問題がある。 

 

(3) 関係者の水平連携 

日本においても、組織の縦割りは大きな問題であるが、その打破は掛け声倒れに終わること

が多い。本プロジェクトにおいては、ITIL（IT サービスマネジメントのフレームワーク）の

導入が、以前は、縁の下の力持ち存在であった ITS の役割を関係者に再認識させ、モチベー

ションをあげると同時に、関係者間の協力も促進され、部門の壁を越えた水平連携の効果を

実感する契機となった。このような水平連携は、以前の USP においては見られなかった仕事

の進め方であり、プロジェクト内のみならず、プロジェクトを越えて更に強化されることが
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望まれる。 

 

５－２ 特記事項 
 

(1) 終了時評価でのリモートサイト調査 

今回の中間レビューにおいては、時間的制約もあり、スバの本校舎のみを調査対象とし、リ

モートキャンパス及びリモートサイトについては、既存の資料・報告書をベースにレビュー

を行った。 

今後プロジェクト終了までの期間では、リモートサイトへの Ku-band 機材の導入が予定され

ており、遠隔教育における学習環境が大幅に改善することが見込まれている。ついては、終

了時評価の際にはスバの本校舎のみならず、リモートキャンパスやリモートサイトにおける

状況や生徒の声などを評価対象に加えることが望ましい。 

 

(2) 今後の支援の方向性 

中間レビュー時点でのプロジェクト終了後の支援について述べるのは時期尚早ではあるが、

終了時評価及び今後の案件形成への参考情報として記載する。 

本プロジェクトは、新しい学士号コースの支援、機材を含む学習環境改善、ICT センター支

援と非常に幅広い内容になっており、その広さから成果などの指標設定の難しさや、活動・

成果・プロジェクト目標間の論理的関連性の弱さにもつながっており、今後プロジェクト形

成の際は、絞り込みは有効であると考える。 

その際の方向性としては、現在の学士号コースの支援のような、教育機関として支援すると

いう方向と、大洋州地域に広がる（教育）インフラとしての支援が考えられ、インフラとし

ての重要性を踏まえたうえで、どのようなコンテンツを開発していくかを、USP のミッショ

ンや地域内での USP に対する要望・役割などを踏まえて検討していく必要がある。 

 

(3) 新学士号の新しい科目の教授法についての支援（専門家／シニアボランティアの派遣） 

７月から新学士号プログラムの提供は決まっているが、新しい科目については来年からの提

供となるため、SCIMS および FSTE より、実際の教授内容や教授法についての中・長期でサ

ポートして欲しい（一緒にシラバスや教材を作成して欲しい、教えるところを見せて欲しい）

という声が聞かれた。 

 

(4) SPC(Secretariat of Pacific Community)からの連携強化要望 

SPC 訪問時に、ICT 分野における、USP 及び JICA との連携強化を希望する旨（具体的には、

SPC の ICT 分野への JICA 専門家の attachment を含め）、発言があった。USP の副学長（Professor 

Rajesh Chandra）の反応としては、連携の必要性は認めつつも、SPC のフォーカスと微妙に異

なっていること、ICT 開発イニシアティブを取る上のライバル意識もあるのか、必ずしも積

極的ではなかった。 

 

(5) JICA ボランティアとの連携 

当初の予定では、リモートキャンパスへの JOCV の派遣という案があったが、リモートキャ
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ンパスの ITエンジニアとの役割分担も意識しつつ、必要性に応じて JOCVを派遣することで、

リモートキャンパスの底上げに効果があがるのではないかと考えられる。 

－22－



付 属 資 料 

１．ミニッツ・合同評価報告書 

 

２．評価グリッド（和文） 

 

３．インタビュー概要および質問票回答のまとめ

 

４．PDM 変更へのアドバイスのまとめ 

 



 



１．ミニッツ・合同評価報告書１．ミニッツ・合同評価報告書

－25－



－26－



－27－



－28－



－29－



－30－



－31－



－32－



－33－



－34－



－35－



－36－



－37－



－38－



－39－



－40－



－41－



－42－



－43－



－44－



－45－



－46－



－47－



－48－



－49－



－50－



－51－


	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語集
	評価調査結果要約表
	第１章　評価調査の概要
	１－１ 調査団派遣の経緯と目的
	１－２ 調査団の構成と調査日程
	１－３ プロジェクトの概要

	第２章　評価の方法
	２－１ 評価のポイント
	２－２ 調査方針
	２－３ データ収集・分析方法
	２－４ 評価調査の制約・限界

	第３章　プロジェクトの実績および実施プロセスの検証
	３－１ 投入実績
	３－２ 成果（アウトプット）の実績
	３－３ プロジェクト目標の達成度
	３－４ 上位目標達成の達成見込み
	３－５ 実施プロセスの検証

	第４章　評価結果
	４－１ 評価５項目ごとの評価
	４－２ 結論

	第５章　提言及び特記事項
	５－１ 提言
	５－２ 特記事項

	付属資料
	１．ミニッツ・合同評価報告書




